
 

こ成保第 523 号 

令和８年７月 27日 

 

 

 各 都道府県知事 殿 

 

 

                                              こ ど も 家 庭 庁 長 官 

                                              ( 公 印 省 略 ) 

 

 

 

乳児等のための支援給付交付金の交付について 

 

 

 

子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 68条第４項の規定に基づ

く交付金の交付については、別紙「乳児等のための支援給付交付金交付要綱」に

より行うこととし、令和８年４月１日から適用することとしたので通知する。 

各都道府県におかれては、貴管内市町村（特別区を含む。）に対してこの旨通

知されたい。 

 

 

 

 

 



 

別 紙 

 

乳児等のための支援給付交付金交付要綱 

 

（通則） 

１ 乳児等のための支援給付交付金（以下「交付金」という。）については、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）及び

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255

号。以下「適正化法施行令」という。）及びこども家庭庁の所掌に属する補助

金等交付規則（令和５年内閣府令第41号）の規定によるほか、この要綱の定め

るところによる。 

 

（交付の目的） 

２ 交付金は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）

第68条第４項の規定に基づき、法第65条の規定により市町村（特別区を含む。

以下同じ。）が支弁する乳児等支援給付費及び特例乳児等支援給付費の支給に

要する費用の一部を負担することにより、全てのこどもの育ちを応援し、こど

もの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対して、多様な

働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化することを目的と

する。 

 

（交付の対象） 

３ 交付金は、法第65条の規定により市町村が支弁する法第30条の20第１項の

規定による乳児等支援給付費の支給及び法第30条の21第１項の規定による特

例乳児等支援給付費の支給に要する費用を交付の対象とする。 

 

（交付額の算定方法） 

４ 交付金の交付額は、次の区分ごとに算出された額の合計額の４分の３とす

る。 

（１）乳児等支援給付費 

一月につき、法第30条の20第３項の基準（以下「基準」という。）により算

定した費用の額（その額が現に当該１時間当たりの特定乳児等通園支援（法

第30条の20第１項に規定する特定乳児等通園支援をいう。以下同じ。）に要

した費用の額を超えるときは、当該額）に当該月に法第30条の16に規定する

乳児等支援給付認定子どもについて特定乳児等通園支援を利用した時間（当

該時間が10時間以上であって法第７条第11項に規定する乳児等通園支援の

体制の整備の状況その他の事情を勘案して内閣府令で定める時間を超える



 

ときは、当該内閣府令で定める時間）を乗じた額 

（２）特例乳児等支援給付費 

基準により算定した１時間当たりの費用の額（その額が現に当該特定乳児

等通園支援に要した１時間当たりの費用の額を超えるときは、当該額）に乳

児等支援給付認定保護者が法第30条の21第１項に規定する申請中期間に法

第30条の15第１項の規定による申請に係る法第30条の14に規定する支給対

象小学校就学前子どもについて特定乳児等通園支援を利用した時間（法第30

条の20第３項の内閣府令で定める時間を超えるときは、当該内閣府令で定め

る時間）を乗じた額 

  

（交付の条件） 

５ 交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業を中止し、又は廃止する場合には、こども家庭庁長官の承認を受けな

ければならない。 

（２）事業の執行が困難となった場合には速やかにこども家庭庁長官に報告し

て、その指示を受けなければならない。 

（３）事業により取得し、又は効用の増加した価格が、単価50万円以上の機械及

び器具については、適正化法施行令第14条第１項第２号の規定により、こど

も家庭庁長官が別に定める期間を超過するまで、こども家庭庁長官の承認

を受けないで、交付金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

担保に供し、又は廃棄してはならない。 

（４）こども家庭庁長官の承認を受けて財産を処分することにより収入があっ

た場合には、その収入の全部又は一部を国庫に返納させることがある。 

（５）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後に

おいても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運

営を図らなければならない。 

（６）交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、

これを事業完了後５年間保存しておかなければならない。 

 

（申請手続） 

６ 交付金の交付の申請は、次により行うものとする。 

（１）市町村長は、様式第１号による申請書を都道府県知事が別に定める日まで

に都道府県知事に提出するものとする。 

（２）都道府県知事は、市町村から（１）の申請書の提出があった場合には、必

要な審査を行い、適正と認めたときはこれを取りまとめの上、様式第２号と

併せて別に定める日までにこども家庭庁長官に提出するものとする。 

 



 

（変更交付申請） 

７ 交付金の交付決定後の事情の変更により、年間所要額に増減を生じ、申請の

内容を変更して追加交付申請等を行う場合には、次により行うものとする。 

（１）市町村長は、様式第３号による申請書を都道府県知事が別に定める日まで

に都道府県知事に提出するものとする。 

（２）都道府県知事は、市町村から（１）の申請書の提出があった場合には、必

要な審査を行い、適正と認めたときはこれを取りまとめの上、様式第４号と

併せて別に定める日までにこども家庭庁長官に提出するものとする。 

 

（交付決定） 

８ 交付金の交付の決定は、次により行うものとする。 

（１）こども家庭庁長官は、交付申請書又は変更交付申請書が到達した日から起

算して原則として２か月以内に交付の決定又は決定の変更を行うものとす

る。 

（２）都道府県知事は、こども家庭庁長官の交付決定があったときは、市町村に

対し様式第５号により、決定の変更があったときは、市町村に対し様式第６

号により、速やかに決定内容及びこれに付された条件を通知するものとす

る。 

（３）市町村は、交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があるこ

とにより、交付の申請を取下げようとするときは、交付決定の通知を受けた

日から15日以内にその旨を記載した書面をこども家庭庁長官に提出しなけ

ればならない。 

 

（交付金の概算払） 

９ こども家庭庁長官は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承

認額の範囲内において概算払をすることができる。 

 

（実績報告） 

10 交付金の事業実績の報告は、次により行うものとする。 

（１） 市町村長は、翌年度の６月末日（５の（１）により事業の中止又は廃止

の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１か月を経過し

た日）までに、様式第７号による報告書を都道府県知事に提出するものと

する。 

（２）都道府県知事は、市町村から（１）の報告書の提出があった場合には、必

要な審査を行い、適正と認めたときはこれを取りまとめの上、様式第８号

と併せて翌年度の７月末日までに、こども家庭庁長官に提出するものとす

る。 



 

 

（額の確定） 

11 都道府県知事は、こども家庭庁長官の確定通知があったときは、市町村に対

し、様式第９号により、速やかに確定の通知を行うものとする。 

 

（交付金の返還） 

12 こども家庭庁長官は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既に

その額を超える交付金等が交付されているときは、期限を定めて、その超える

部分について国庫に返還することを命ずる。 

 

（事業実績報告の訂正） 

13 こども家庭庁長官が額の確定を終了した後において、当該確定の基礎とな

った実績報告を訂正する事由が生じた場合の取扱いは、次により行うものと

する。 

（１）市町村長は、実績報告を訂正する事由が生じたときは、様式第10号による

報告書を速やかに都道府県知事に提出するものとする。 

（２）都道府県知事は、市町村から（１）の報告書の提出があった場合には、必

要な審査を行い、適正と認めたときはこれを取りまとめの上、様式第11号と

併せて速やかにこども家庭庁長官に提出するものとする。 

（３）実績報告の訂正に伴うその他の手続等については、10、12及び14に定める

ところに準じて行うものとする。 

 

（その他） 

14 交付金の交付に当たっては、上記に定めるところの他、以下によるものとす

る。 

（１）特別の事情により、本交付要綱に定める手続によることができない場合に

は、あらかじめこども家庭庁長官の承認を受けてその定めるところによる

ものとする。 

   なお、交付金について、精算交付申請を行う場合には、別途指示する期日

までに10に定める様式及び手続に準じて行うものとする。 

（２）都道府県知事は、市町村長が都道府県知事に提出すべき市町村分交付金に

係る各様式に定められている事項のほかに必要と認める事項を加えて定め

ることができるものとし、かつ、その提出時期についても必要と認めるとき

はこれを変更して定めることができるものとする。 

（３）都道府県知事がこども家庭庁長官に提出すべき書類の部数は、全て正本一

部とし、市町村長が都道府県知事に提出すべき書類の部数は、都道府県知事

が定めるところによるものとする。 



 

（４）市町村長が都道府県知事に提出した市町村分交付金に係る書類は、全て都

道府県において会計年度毎に各書類の種別に分類し一括して保存するもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式第１号） 

文 書 番 号  

令和  年  月  日 

 

こども家庭庁長官 殿 

 

市 町 村 長     

 

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金交付申請書 

 

 

 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 68条第４項の規定により、令和  年

度において、同法第 65 条の規定により本市町村が支弁する同条第５号の２に掲げる費用に

対する同項の規定による国庫交付金として、次の金額を交付されたく、関係書類を添えて申

請する。 

 

 

 

 

  １ 申請額    金                   円 

 

  ２ 添付書類 

（１）令和  年度乳児等のための支援給付交付金市町村分国庫交付金所要額調書 

（様式第１号の付表） 

（２）歳入歳出予算書（又は見込書）抄本 

（３）その他参考となる書類 
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（様式第２号） 

文 書 番 号  

令和  年  月  日 

 

こども家庭庁長官 殿 

 

都道府県知事     

 

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金交付申請書 

 

 

 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 68条第４項の規定により、令和  年

度において同法第 65 条の規定により管内の市町村が支弁する同条第５号の２に掲げる費用

に対する同項の規定による国庫交付金として、管内の市町村から「令和  年度乳児等のた

めの支援給付交付金交付申請書」の提出があり、これを審査した結果、適正と認めたので、

取りまとめて提出する。 

 

 

 

 

  １ 申請額    金                   円 

 

  ２ 添付書類 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金市町村分国庫交付金所要額市町村別内

訳書（様式第２号の付表） 
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（様式第３号） 

文 書 番 号  

令和  年  月  日 

 

こども家庭庁長官 殿 

 

市 町 村 長     

 

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金変更交付申請書 

 

 

 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 68条第４項の規定により、令和  年

度において、同法第 65 条の規定により本市町村が支弁する同条第５号の２に掲げる費用に

対する同項の規定による国庫交付金については、令和 年 月 日付け  号により提出し、

令和 年 月 日付け  号をもって交付決定されたところであるが、その後の事情変更に

より交付額を次のとおり変更されたく申請する。 

 

 

 

 

  １ 今回追加（減額）交付申請額    金             円 

 

 （単位：円） 

変更後 

国庫交付金所要額 
既交付決定額 差引所要額 

   

 

 

  ２ 変更を必要とする理由 

 

 

 

 

３ 添付書類 

（１）令和  年度乳児等のための支援給付交付金市町村分国庫交付金変更所要額調

書（様式第３号の付表） 

（２）歳入歳出予算書（又は見込書）抄本 

（３）その他参考となる書類 
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付
金

額
は

、
１

円
未

満
の

端
数

が
生

じ
た

場
合

は
切

り
捨

て
る

こ
と

。

令
和

　
　

年
度

乳
児

等
の

た
め

の
支

援
給

付
交

付
金

市
町

村
分

国
庫

交
付

金
変

更
所

要
額

調
書

変
更

後
国

庫
交

付
金

所
要

額

⑤
既

交
付

決
定

額
⑥

差
引

変
更

分
交

付
金

額
（
④

－
⑤

）



 

（様式第４号） 

文 書 番 号  

令和  年  月  日 

 

こども家庭庁長官 殿 

 

都道府県知事     

 

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金変更交付申請書 

 

 

 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 68条第４項の規定により、令和  年

度において同法第 65 条の規定により管内の市町村が支弁する同条第５号の２に掲げる費用

に対する同項の規定による国庫交付金として、管内の市町村から「令和  年度乳児等のた

めの支援給付交付金変更交付申請書」の提出があり、これを審査した結果、適正と認めたの

で、取りまとめて提出する。 

 

 

 

 

  １ 今回追加（減額）交付申請額    金             円 

 

                                   （単位：円） 

変更後 

国庫交付金所要額 
既交付決定額 差引所要額 

   

 

 

  ２ 変更を必要とする理由 

 

 

 

 

３ 添付書類 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金市町村分国庫交付金変更所要額市町村

別内訳書（様式第４号の付表）



（様
式

第
４

号
の

付
表

）

（
単

位
：
円

）

区
分

①
予

定
対

象
経

費
総

額
②

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
予

定
額

（利
用

料
除

く
）

③
乳

児
等

支
援

給
付

費
等

負
担

対
象

額
（①

－
②

）

④
要

交
付

金
額

（
③

×
３

/
４

）

（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

1
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

2
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

3
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

4
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

5
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

6
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

7
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

8
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

9
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

10
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

11
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

12
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

13
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

14
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

15
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

16
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

17
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

18
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

19
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

20
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

※
④

要
交

付
金

額
は

、
１

円
未

満
の

端
数

が
生

じ
た

場
合

は
切

り
捨

て
る

こ
と

。

合
計

令
和

　
　

年
度

乳
児

等
の

た
め

の
支

援
給

付
交

付
金

市
町

村
分

国
庫

交
付

金
変

更
所

要
額

市
町

村
別

内
訳

書

変
更

後
国

庫
交

付
金

所
要

額

⑤
既

交
付

決
定

額
⑥

差
引

変
更

分
交

付
金

額
（
④

－
⑤

）
市

町
村

名



 

（様式第５号） 

文 書 番 号  

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金交付決定通知書 

 

市 町 村 長 

 

 令和 年 月 日付け   号で申請のあった令和  年度乳児等のための支援給付交

付金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179

号）第６条第１項の規定により［（修正の場合）第６条第３項の規定により修正のうえ］次

のとおり交付することに決定されたので、同法第８条の規定により通知する。 

 

令和  年  月  日 

都道府県知事  

 

 

１ この交付金の交付の対象となる事業の内容は、市町村が行う子ども・子育て支援法（平

成 24年法律第 65号）第 30条の 20及び第 30条の 21の規定による事業である。 

２ この交付金の額は次のとおりである。 

なお、事業の実施状況等の変動に伴い交付金の額の変更が行われるものであること。 

区分 交付金 

交付決定額 円 

 

３ この交付金の額の決定は、次に掲げる通知の交付額の算定方法により行われたもので

ある。 

「乳児等のための支援給付交付金の交付について」（令和８年７月 27 日こ成保第 523

号こども家庭庁長官通知） 

４ この交付金は、次に掲げる事項を条件として交付するものである。 

（１）事業を中止し、又は廃止する場合は、こども家庭庁長官の承認を受けなければな

らない。 

（２）この交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙の様式による

調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、か

つ調書及び証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には

その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。 

５ 事業に係る実施状況の報告及び事業実績の手続きについては別に定めるところによ

るものとする。 

６ この交付金の交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律第９条第１項の規定による申請の取下げをすること

のできる期限は、令和 年 月 日とする。



（
別

紙
）

令
和

　
　

年
度

こ
ど

も
家

庭
庁

所
管

市
町

村
名

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

歳
出

予
算

科
目

交
付

決
定

額
科

目
予

算
額

決
算

額
科

目
予

算
額

う
ち

国
庫

補
助

金
相

当
額

決
算

額
う

ち
国

庫
補

助
金

相
当

額

円
円

円
円

円
円

円
円

円

（
組

織
）
こ

ど
も

家
庭

庁

　
（
項

）
乳

児
等

の
た

め
の

支
援

給
付

費

　
　

（
目

）
乳

児
等

の
た

め
の

支
援

給
付

交
付

金

　 １
　

「
国

」
の

「
交

付
決

定
額

」
は

、
交

付
決

定
の

額
を

記
載

す
る

こ
と

。

２
　

「
地

方
公

共
団

体
」
の

「
科

目
」
は

、
歳

入
及

び
歳

出
に

つ
い

て
は

款
、

項
、

目
を

そ
れ

ぞ
れ

記
載

す
る

こ
と

。

３
　

「
予

算
額

」
は

、
歳

入
に

当
た

っ
て

は
当

初
予

算
額

、
補

正
予

算
額

等
の

区
分

を
、

歳
出

に
当

た
っ

て
は

当
初

予
算

額
、

補
正

予
算

額
、

予
備

費
支

出
額

、
流

用
増

減
額

等
の

区
分

を
明

ら
か

に
し

て
記

載
す

る
こ

と
。

４
　

「
備

考
」
は

、
参

考
と

な
る

べ
き

事
項

を
適

宜
記

載
す

る
こ

と
。

国

令
和

　
年

度
　

乳
児

等
の

た
め

の
支

援
給

付
交

付
金

調
書

歳
　

　
　

　
入

歳
　

　
　

　
出

地
方

公
共

団
体

備
考



 

（様式第６号） 

文 書 番 号  

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金変更交付決定通知書 

 

市 町 村 長 

 

 令和 年 月 日付け   号で交付決定の通知をした令和  年度乳児等のための支

援給付交付金については、令和 年 月 日付け   号により提出された変更交付申請に

基づき、［（修正の場合）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律

第 179 号）第６条第３項の規定により修正のうえ、］決定内容の一部を次のとおり変更する

ことに決定されたので、同法第８条の規定により通知する。 

 

令和  年  月  日 

都道府県知事  

 

 

１ この交付金の交付の対象となる事業の内容は、「令和  年度乳児等のための支援給

付交付金交付決定通知書」の各項によるものである。 

２ この交付金の額は次のとおりである。 

 

区分 交付金 

今回交付決定額 円 

前回交付決定額 円 

差引追加（減少）額 円 

 

３ この交付金の交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律第９条第１項の規定による申請の取下げをすること

のできる期限は、令和 年 月 日とする。 

 



 

（様式第７号） 

文 書 番 号  

令和  年  月  日 

 

こども家庭庁長官 殿 

 

市 町 村 長     

 

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金に係る事業実績報告書 

 

 

 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 68条第４項の規定により、令和  年

度において、同法第 65 条の規定により本市町村が支弁する同条第５号の２に掲げる費用に

対する同項の規定による国庫交付金に係る事業実績報告書を提出する。 

 

 

 

 

 

  添付書類 

（１）令和  年度乳児等のための支援給付交付金市町村分国庫交付金事業実績報告書

（様式第７号の付表） 

（２）歳入歳出決算書抄本 

（３）その他参考となる書類 

 

 

 



（様式第７号の付表）

（単位：円）

市町村名 区分 ①対象経費総額
②寄付金その他の

収入額
（利用料除く）

③乳児等支援給付費等
負担対象額
（①－②）

④要交付金額
（③×３/４）

⑤交付金交付決定額 ⑥国庫交付金受入済額
⑦差引過不足額

（⑥－④）
⑧交付金未受入額

（⑤-⑥）
⑨追加交付額 ⑩返還額

（特例）乳児等支援給付費 0 0 0 0 0 0 0

利用児童数
（実人数）

総利用時間数
総キャンセル時間数

（利用したとみなす総時間数）
小計

⑪ ⑫ ⑬ ⑭

人 時間 時間 円

0.0

人 時間 時間 円

0.0

人 時間 時間 円

0.0

利用児童数
（実人数）

総利用時間数・
総実施回数

総キャンセル時間数
（利用したとみなす総時間数）

小計

⑮ ⑯ ⑰ ⑱

人 時間 時間 円

0.0

人 時間 時間 円

0.0

人 時間 時間 円

0.0

人 回 円

0歳児 1,700円 0.0

人 回 円

1・2歳児 1,400円 0.0

人 回 円

0歳児 1,700円 0.0

人 回 円

1・2歳児 1,400円 0.0

人 時間 円

0 0.0 0.0

時間 時間 円

200円

時間 時間 円

300円 0.0

人 回 円

1,400円 0.0

利用児童数
（実人数）

総利用時間数 小計

⑲ ⑳ ㉑

人 時間 円

0.0

0.0

0.0

人 時間 円

0.0

0.0

人 時間 円

0.0

0.0

１． ①欄は、基本単価に関する情報及び加算に関する情報の小計を合計して得た金額を記入すること。

２． ②欄は、特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準第12条第２項（利用料）及び第３項（日用品、文房具その他の特定乳児等通園支援に必要な物品の購入に要する費用など）に規定する費用を除く寄付金その他の収入額を記入すること。

３． ④欄は、１円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

４． ⑨欄は、⑦欄がマイナスとなった場合に記載すること。

５． ⑩欄は、⑦欄がプラスとなった場合に記載すること。

６． ⑪欄は、年齢ごとの年間利用実児童数を記入すること。

７． ⑫欄は、年齢ごとの年間総利用時間数を記入すること。１時間未満の端数（30分単位）がある場合、小数点第１位まで記入すること。（例：30時間30分の場合、30.5と記入）

８． ⑬欄は、キャンセル時間数のうち、利用したとみなす年間総時間数を年齢ごとに記入すること。１時間未満の端数（30分単位）がある場合、小数点第１位まで記入すること。（例：30時間30分の場合、30.5と記入）

９． ⑭欄は、単価に⑫欄と⑬欄の合計を乗じて得た金額を記入すること。

10．⑮欄は、加算種別ごとに該当する児童の年間実人数を記入すること。なお、生活困窮家庭等負担軽減加算については、⑲欄の合計を記入すること。

11．⑯欄は、加算種別ごとに該当する児童の年間総利用時間数を記入すること。なお、生活困窮家庭等負担軽減加算については、⑳欄の合計を記入すること。１時間未満の端数（30分単位）がある場合、

　　 小数点第１位まで記入すること。（例：30時間30分の場合、30.5と記入）

　　 また、初回対応加算及び保護者支援面談加算については、各月の事業者ごとの実施回数を合計して得た年間総実施回数を記入すること。

12．⑰欄は、キャンセル時間数のうち、利用したとみなす年間総時間数を加算種別ごとに記入すること。１時間未満の端数（30分単位）がある場合、小数点第１位まで記入すること。（例：30時間30分の場合、30.5と記入）

13．⑱欄は加算種別ごとに以下の金額を記入すること。

　　　・障害児加算、医療的ケア児加算、要支援家庭のこども加算、特別地域加算：単価に⑯欄と⑰欄の合計を乗じて得た金額

　　　・初回対応加算、初回対応加算（半年経過分）、保護者支援面談加算：単価に⑮欄を乗じて得た金額

　　　・賃借料加算：各月の事業所ごとの加算額を合計して得た年間の金額

　　　・生活困窮家庭等負担軽減加算：㉑欄の合計金額

14．⑲欄欄は、対象世帯ごとに負担軽減額に該当する児童の年間実人数を記入すること。

15．⑳欄は、⑲欄の者のうち、負担軽減を行った年間総利用時間数を記入すること。１時間未満の端数（30分単位）がある場合、小数点第１位まで記入すること。（例：30時間30分の場合、30.5と記入）

16　㉑欄は、単価に⑳欄を乗じて得た金額を記入すること。

0歳児

令和　　年度乳児等のための支援給付交付金市町村分国庫交付金事業実績報告書

基本単価に関する情報

利用児童年齢

2,500円

1,700円

1歳児

1,400円

2歳児

1,400円

加算に関する情報

加算対象

障害児加算

600円

医療的ケア児加算

初回対応加算（半年経過分）

初回対応加算（半年経過分）

要支援家庭のこども加算

600円

初回対応加算

初回対応加算

生活困窮家庭等負担軽減加算

賃借料加算

特別地域加算

200円

保護者支援面談加算

生活困窮家庭等負担軽減加算の内訳

対象世帯

生活保護世帯

300円

100円

（記入上の注意）

100円

所得割額77101円未満世帯
（住民税非課税世帯含む）

200円

100円

その他要支援児童等のいる世帯

200円



 

（様式第８号） 

文 書 番 号  

令和  年  月  日 

 

こども家庭庁長官 殿 

 

都道府県知事     

 

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金に係る事業実績報告書 

 

 

 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 68条第４項の規定により、令和  年

度において同法第 65 条の規定により管内の市町村が支弁した同条第５号の２に掲げる費用

に対する同項の規定による国庫交付金に係る事業実績報告につき、管内の市町村から「令和  

年度乳児等のための支援給付交付金に係る事業実績報告書」の提出があり、これを審査した

結果適正と認めたので、取りまとめて提出する。 

 

 

 

 

 

  添付書類 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金市町村分国庫交付金事業実績報告書市

町村別内訳書（様式第８号の付表） 

 



（様
式

第
８

号
の

付
表

）

（単
位

：円
）

区
分

①
対

象
経

費
総

額
②

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

（利
用

料
除

く
）

③
乳

児
等

支
援

給
付

費
等

負
担

対
象

額
（①

－
②

）

④
要

交
付

金
額

（③
×

３
/４

）
⑤

交
付

金
交

付
決

定
額

⑥
国

庫
交

付
金

受
入

済
額

⑦
差

引
過

不
足

額
（⑥

－
④

）
⑧

交
付

金
未

受
入

額
（⑤

-⑥
）

⑨
追

加
交

付
額

⑩
返

還
額

（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

1
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

2
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

3
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

4
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

5
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

6
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

7
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

8
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

9
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

10
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

11
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

12
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

13
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

14
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

15
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

16
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

17
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

18
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

19
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

20
（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費
0

0
0

0
0

0

※
交

付
金

額
は

、
１

円
未

満
の

端
数

が
生

じ
た

場
合

は
切

り
捨

て
る

こ
と

。

※
⑨

追
加

交
付

額
は

、
⑦

差
引

過
不

足
額

が
マ

イ
ナ

ス
と

な
っ

た
場

合
に

記
載

す
る

こ
と

。

※
⑩

返
還

額
は

、
⑦

差
引

過
不

足
額

が
プ

ラ
ス

と
な

っ
た

場
合

に
記

載
す

る
こ

と
。

令
和

　
　

年
度

乳
児

等
の

た
め

の
支

援
給

付
交

付
金

市
町

村
分

国
庫

交
付

金
事

業
実

績
報

告
書

市
町

村
別

内
訳

書

市
町

村
名

合
計



 

（様式第９号） 

文 書 番 号  

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金交付額確定通知書 

 

市 町 村 長 

 

 令和 年 月 日   号をもって交付決定した令和 年度乳児等のための支援給付交

付金については、令和 年 月 日   号事業実績報告に基づき交付額が次のとおり確定

されたので通知する。 

［（追加交付額がある場合）交付額が次のとおり確定され、確定の結果不足となる金額につ

いては、次のとおり追加交付されることに決定したので通知する。］ 

［（返納額がある場合）交付額が次のとおり確定され、確定の結果超過交付となった額につ

いては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179号）第 18

条第２項の規定により、令和 年 月 日までに返還することになったので通知する。］ 

 

 

令和  年  月  日 

 

都道府県知事  

 

 

記 

 

 

区分 交付金 

交付確定額 円 

追加交付額 円 

返納額 円 

 

 

 

 



 

（様式第 10号） 

文 書 番 号  

令和  年  月  日 

 

こども家庭庁長官 殿 

 

市 町 村 長     

 

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金に係る事業実績報告書の訂正について 

 

 

 令和 年 月 日第   号をもって提出した令和  年度乳児等のための支援給付交

付金に係る事業実績報告について、令和 年 月 日第  号により交付額の確定がなされ

たところであるが、次の理由により訂正されたく関係書類を添えて再提出する。 

 

１ 訂正する理由（できるだけ、具体的に記入すること。） 

 

 

２ 添付書類 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金市町村分国庫交付金事業実績報告変更

内訳書（様式第 10号の付表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（
様

式
第

１
０

号
の

付
表

）

（
単

位
：
円

）

市
町

村
名

①
対

象
経

費
総

額
②

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

（
利

用
料

除
く
）

③
乳

児
等

支
援

給
付

費
等

負
担

対
象

額
（
①

－
②

）

④
要

交
付

金
額

（
③

×
３

/
４

）
⑤

交
付

金
交

付
決

定
額

⑥
国

庫
交

付
金

受
入

済
額

⑦
差

引
過

不
足

額
（
⑥

－
④

）
⑧

交
付

金
未

受
入

額
（
⑤

-
⑥

）
⑨

追
加

交
付

額
⑩

返
還

額

変
更

前
（
A

）
0

0
0

0

変
更

後
（
B

)
0

0
0

0

差
引

後
（
B

）
－

（
A

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

※
④

要
交

付
金

額
は

、
１

円
未

満
の

端
数

が
生

じ
た

場
合

は
切

り
捨

て
る

こ
と

。

※
⑨

追
加

交
付

額
は

、
⑦

差
引

過
不

足
額

が
マ

イ
ナ

ス
と

な
っ

た
場

合
に

記
載

す
る

こ
と

。

※
⑩

返
還

額
は

、
⑦

差
引

過
不

足
額

が
プ

ラ
ス

と
な

っ
た

場
合

に
記

載
す

る
こ

と
。

令
和

　
　

年
度

乳
児

等
の

た
め

の
支

援
給

付
交

付
金

市
町

村
分

国
庫

交
付

金
事

業
実

績
報

告
変

更
内

訳
書

区
分

（
特

例
）
乳

児
等

支
援

給
付

費



 

（様式第 11号） 

文 書 番 号  

令和  年  月  日 

 

こども家庭庁長官 殿 

 

都道府県知事     

 

 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金に係る事業実績報告書の訂正につ

いて 

 

 

 令和 年 月 日第   号をもって提出した令和  年度乳児等のための

支援給付交付金に係る事業実績報告について、令和 年 月 日第  号によ

り交付額の確定がなされたところであるが、管内市町村より「令和  年度乳児

等のための支援給付交付金に係る事業実績報告書の訂正について」の提出があ

り、これを審査した結果、適正と認められるので、次の理由により訂正されたく

関係書類を添えて再提出する。 

 

 

１ 訂正する理由（できるだけ、具体的に記入すること。） 

 

 

２ 添付書類 

令和  年度乳児等のための支援給付交付金市町村分国庫交付金事業実

績報告市町村別変更内訳書（様式第 11 号の付表）及び市町村から提出され

た「訂正理由書」 

 

 

 

 

 

 

 



（
様

式
第

１
１

号
の

付
表

）

（
単

位
：
円

）

市
町

村
名

①
対

象
経

費
総

額
②

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

（
利

用
料

除
く
）

③
乳

児
等

支
援

給
付

費
等

負
担

対
象

額
（
①

－
②

）

④
要

交
付

金
額

（
③

×
３

/
４

）
⑤

交
付

金
交

付
決

定
額

⑥
国

庫
交

付
金

受
入

済
額

⑦
差

引
過

不
足

額
（
⑥

－
④

）
⑧

交
付

金
未

受
入

額
（
⑤

-
⑥

）
⑨

追
加

交
付

額
⑩

返
還

額

変
更

前
（
A

）
0

0
0

0

変
更

後
（
B

)
0

0
0

0

差
引

後
（
B

）
－

（
A

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

変
更

前
（
A

）
0

0
0

0

変
更

後
（
B

)
0

0
0

0

差
引

後
（
B

）
－

（
A

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

変
更

前
（
A

）
0

0
0

0

変
更

後
（
B

)
0

0
0

0

差
引

後
（
B

）
－

（
A

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

変
更

前
（
A

）
0

0
0

0

変
更

後
（
B

)
0

0
0

0

差
引

後
（
B

）
－

（
A

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

変
更

前
（
A

）
0

0
0

0

変
更

後
（
B

)
0

0
0

0

差
引

後
（
B

）
－

（
A

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

変
更

前
（
A

）
0

0
0

0

変
更

後
（
B

)
0

0
0

0

差
引

後
（
B

）
－

（
A

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

変
更

前
（
A

）
0

0
0

0

変
更

後
（
B

)
0

0
0

0

差
引

後
（
B

）
－

（
A

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

※
④

要
交

付
金

額
は

、
１

円
未

満
の

端
数

が
生

じ
た

場
合

は
切

り
捨

て
る

こ
と

。

※
⑨

追
加

交
付

額
は

、
⑦

差
引

過
不

足
額

が
マ

イ
ナ

ス
と

な
っ

た
場

合
に

記
載

す
る

こ
と

。

※
⑩

返
還

額
は

、
⑦

差
引

過
不

足
額

が
プ

ラ
ス

と
な

っ
た

場
合

に
記

載
す

る
こ

と
。

令
和

　
　

年
度

乳
児

等
の

た
め

の
支

援
給

付
交

付
金

市
町

村
分

国
庫

交
付

金
事

業
実

績
報

告
書

市
町

村
別

変
更

内
訳

書

区
分

（特
例

）乳
児

等
支

援
給

付
費

（特
例

）乳
児

等
支

援
給

付
費

（特
例

）乳
児

等
支

援
給

付
費

（特
例

）乳
児

等
支

援
給

付
費

（特
例

）乳
児

等
支

援
給

付
費

（特
例

）乳
児

等
支

援
給

付
費

（特
例

）乳
児

等
支

援
給

付
費




